
１．有効回答社数
（社）

地震前 地震後
12月短観 12月短観

最近 最近 先行き 最近 最近 先行き
207 208 208 73 73 73
105 106 106 46 46 46
102 102 102 27 27 27

２．業況判断ＤＩ
（回答社数構成比「良い」-「悪い」・％ポイント）

地震前 地震後
12月短観 12月短観
最近① 最近② 先行き③ 最近④ 最近⑤ 先行き⑥

-19 -19 -18 6 0 -16
-10 -11 -9 11 8 -7
-29 -28 -27 -3 -15 -33

（変化幅）
②-① ③-② ⑤-④ ⑥-⑤

0 1 -6 -16
-1 2 -3 -15
1 1 -12 -18

３．社数別構成比
（％）

地震前 地震後
12月短観 12月短観

最近 最近 先行き 最近 最近 先行き
全産業 良い 9 6 8 25 23 10

さほど良くない 63 69 66 56 53 64
悪い 28 25 26 19 23 26

製造業 良い 11 8 12 28 28 13
さほど良くない 68 73 67 54 52 67

悪い 21 19 21 17 20 20
非製造業 良い 6 3 4 19 15 4

さほど良くない 59 66 65 59 56 59
悪い 35 31 31 22 30 37

全産業
製造業
非製造業

全産業
製造業
非製造業

全産業
製造業
非製造業

3月短観 3月短観

3月短観 3月短観

3月短観 3月短観
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日本銀行松本支店 

 

東北地方太平洋沖地震の発生前後における業況判断ＤＩ（長野県分） 
 
 
 
 
 
 

 

 

①地震前（調査開始日 2月 24 日から 3月 11 日までの回収分） 

②地震後（3月 12 日から調査期間最終日 3月 24 日までの回収分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以  上 
（照会先）日本銀行松本支店（総務課 利川） 

Tel 0263-34-3502 

日本銀行松本支店では、「2011 年 3 月短観（長野県分）」について、回答期間を 2 月 24 日から

3 月 24 日、回収基準日を 3 月 11 日に設定して調査をしました。こうした中、東北地方太平洋沖

地震が 3 月 11 日に発生し、地震発生の前と後では、調査対象企業の回答時の状況が大きく異な

ることとなりました。そこで、今回は異例の措置として、業況判断ＤＩの参考計数として、地震

前と地震後の回収分に分けて再集計し、その結果を公表することと致します。 


